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埼玉県の流域下水道

下水処理場 （県）

下水管（県）

河川へ放流

・河川の流域単位で下水処理場を整備

・流域市町の下水を県が一括処理

下水道による資源循環サイクル
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河川へ放流

・処理区域 8流域（9処理場）、47市町

・処理人口 約530万人（県人口の7割）

・処理水量 約177万㎥／日（２５ｍプール約３，０００杯分）

埼玉県の流域下水道流域下水道のしくみ

※ 全国トップ３ （処理水量） ： 第１位 荒川水循環センター（約107万㎥／日）
第2位 新河岸川（約70万㎥／日） 第3位 中川（約63万㎥／日）

全体計画 平成25年度末

処理面積 30,639ha 15,254ha

処理人口 1,454,000人 1,301,503人

汚水量（日最大） 765,000m3/日 467,666m3/日

川口市（一部）　さいたま市（一部）　越谷
市　草加市　三郷市　八潮市　春日部市
蓮田市　幸手市　吉川市　白岡市　伊奈

町　宮代町　杉戸町　松伏町
（11市4町）

関連都市



埼玉県下水道局中期経営計画

社会経済情勢の変化や本県流域下水道課題に的確対応、効率的で安定的な流域下水道経営を行うため、新たな

「基本理念」と「経営方針」のもと「埼玉県下水道局中期経営計画」を策定

【計画期間：平成27年度から平成31年度までの5年間】

計画策定の趣旨

事業体系

下水道事業の安定的経営と環境問題への貢献

基本理念

○経営基盤の強化
○下水道施設・設備の強靭化
○環境負荷の低減・資源循環の創出

経営方針

新たな収益源の開拓

下水道資源の有効活用



【現状と課題】

・固形燃料化施設H26年度末より稼働（新河岸川）

・小水力発電施設H23年度末より稼動（中川）

＜下水汚泥＞

・下水汚泥年間50万トン以上を焼却処分

・消化ガス発電により収益を得ることができる。

・水素製造は需要動向を踏まえた事業採算性の

確保が課題

＜下水処理場敷地等＞

・設置スペースがあり太陽光発電が可能である。

・太陽光発電による売電により収益を得ることが可能

・事業採算性を十分に勘案して取り組む必要がある。

【目標】

＜バイオマス発電＞
・平成31年度 元荒川、中川水循環センターで開始

＜太陽光発電＞
・平成28年度から中川、古利根川、小山川、荒川上流
市野川水循環センターで開始（ＦＩＴの状況を踏まえ
て）

＜水素の活用＞
・中川水循環センターをモデルにバイオマス発電と
セットで水素製造・供給事業を行うことを検討

埼玉県下水道局中期経営計画における下水道資源の活用

現状と課題 目 標

※バイオマス発電（中川）については水素製造・供給事業をセットで行うことを検討



中川水循環センター 

 

 

【事業化調査の概要】  

   

 

 

  ※製造技術については、福岡市中部水処理センターでの実証事業により実証中 

 

 ○調査箇所：中川水循環センター（埼玉県三郷市地内） 

 ○稼働目標：２０２０年（東京オリ・パラ）  

 ○調査期間：平成２７年度～２８年度 

 ○事業化による効果 

  ・水素社会実現を加速    ← (事業モデルとして全国展開） 

  ・下水道のステイタスの向上 ←（下水道のエネルギーポテンシャルのＰＲ） 

  ・下水道事業の収支改善   ←（水素供給による事業収益） 

 

【中川水循環センターの特長】 

  ■規模要件 

    

 

 

   

 

  ■立地要件 

    

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

周辺エリア 

 ■下水処理場を中心としたクリーン水素地産地消モデル 
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  下水処理場での水素の製造・供給の事業化調査について 埼玉県下水道局 

                   

 下水処理場内で下水汚泥から水素を製造し、併せて水素ステ―ションを整備し  

 水素を供給する事業の可能性について調査する。 

 （カーボンニュートラルなクリーン水素を供給） 

  （ 

三郷 
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IC 
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中川水循環センター(三郷市） 

(吉川市・三郷市） 

・処理水量：約６３万㎥/日 

              (全国３位） 

・汚泥発生量：約 2,500㎥/日 

・敷地面積：約６０ha 
 

・水素製造量 

   ：最大約 30,000N㎥/日 

 （ＦＣＶ 約 590台／日充填） 

 

・東京外環道 三郷ＩＣに隣接 

 

・エネルギー需要地へのアクセス性 

・大型物流倉庫が周辺に集積 
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【検討の前提条件】 

 

 ○水素製造量     ：最大 3,300N㎥／12hr（FCV充填 ６５台／日分 相当） 
 

 ○メタンガス供給価格 ：価格 20円／Ｎ㎥（バイオマス発電 FIT収益相当） 
 

 ○目標水素価格    ：（水素ＳＴ）１００円／Ｎ㎥以下 

            ：（出荷）    ５０円／Ｎ㎥以下 

               （※化石燃料由来水素の市場価格相当） 
 

 ○水素供給先     ：（水素ＳＴ）FCV利用者・公共交通機関（ＦＣバス等） 

              ：（出荷）倉庫（ＦＣﾌｫｰｸﾘﾌﾄ）・公共施設（定置式燃料電池） 

 

 ○事業スキーム    ：官民の連携事業 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 ○補助制度            ：現在の補助制度を全て活用 
  

    ・水素ＳＴ設置補助   ： 補助率１／２ 限度額２．５億円（経産省） 

    ・水素ＳＴ運営費補助 ： 最大 3,300万円／年（経産省＋Ｈysut） 

    ・水素製造施設補助   ： 補助率２／３（国交省） 
 

 

 

 
 
【検討結果(Ｈ２７）】 
   
  ■水素需要予測（周辺エリア：三郷市・吉川市） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ■事業化方策 
 
    
 

     ・近隣倉庫（燃料電池）             １１５万Ｎ㎥／年 

 

 

  

  

    ※公共交通機関(FCバス）、近隣倉庫(FC ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ）、首都圏水素ＳＴ等は 

     継続して需要を創出 

          

 

 

     ・残メタン で発電しＦＩＴで売電 

     ・発電 ６６０ｋＷ ・ ＦＩＴ価格３９円／Kwh 

 

 

 

   

 
メタンガス 

供給 

水素製造施設 水素ＳＴ 

建設 管理・運営 建設 管理・運営 

埼玉県 ○ ○    

民間   ○ ○ ○ 

 

水素 

    事 業 化 調 査 の 検 討 状 況 に つ い て   埼玉県下水道局                                      

メタン

ガス 

○目標価格以下での供給が可能となる需要量１８０万Ｎ㎥／年(FCV 1,800台)を 

   超えるのは２０３１年以降 

○２０２０年の稼働期からの５年間の需要は、平均で１１万Ｎ㎥／年で供給価格は 

 ７５０円／Ｎ㎥ 程度 

○新たな需要の創出（５年間）        １１５万Ｎ㎥／年 
 
 

・水素供給価格  （水素ＳＴ）  ２６７円/Ｎ㎥ > １００円/Ｎ㎥ 

（126万 N㎥/年） （出 荷）     ８２円/Ｎ㎥ >  ５０円/Ｎ㎥ 

 

○ＦＩＴ（固定価格買取制度）収益の活用   

・水素供給価格  （水素ＳＴ）   １００円/Ｎ㎥ ＜ １００円/Ｎ㎥ 

 （126万 N㎥/年） （出 荷）      ３４円/Ｎ㎥ ＜  ５０円/Ｎ㎥ 
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